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Ⅰ．序論
　2000年に社会福祉事業法が社会福祉法に改
正され、地域における社会福祉（＝「地域福
祉」）が社会福祉におけるメインストリーム
となったことを、武川（2006）は「地域福祉
の主流化」と表現した。しかし、社会福祉法
における「地域福祉」１）は、新自由主義（ネ
オリベラリズム）勢力による政策のもとで推
し進められた「福祉抑制」のために、公的責
任を地域における自助や相互扶助に転嫁する
ことで成立したという意味で社会福祉の本義
に悖るものであると考えられる。
　藤松（2012：40）は、こうした新自由主義
による福祉抑制により、「社会保障は著しく
後退し、社会福祉領域における営利化・市場
化が推し進められ、自己責任の名のもとに、
社会福祉サービスを購入する能力のない国民
の生活基盤は極めて脆弱なものになった」と
指摘する。こうした状況の下で、生活基盤が
ままならなく自分の生活で精一杯の人々にお
互いを助け合う気持ちが生まれるだろうか。
助け合いを基盤とした「地域福祉」が成立す
るだろうか。これらの点は、甚だ疑問が残る。
したがって、「地域福祉」を実現可能なもの
としていくには、地域住民の生活基盤が整う
条件を揃えることが必要になるであろう。そ
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れでは、生活基盤を整える役割は誰が担うべ
きであろうか。そもそも、社会福祉が、国家
が採る資本主義体制により生じる負の側面
（市場の欠陥）に対応しなければならないこ
とによって生まれたものであるとすれば、第
一義的な責任は国家にあると考えられる。
　しかしながら、わが国における社会福祉政
策で公的責任が後退させられ続けたわけでは
ない。本論で詳しくみていくが、1960年代に
活発化した住民運動は、国の社会福祉政策に
も影響を与え、老人医療費無料化制度の導入
や福祉六法体制の確立などの充実した社会福
祉政策を実現させた。これについて、真田
（1992：44−45）は、住民運動の高揚によっ
て従来の社会問題と政策主体に運動が付け加
わることで「三元構造」が成立し、「社会福
祉の分野は、ここではじめて、構造的に完成
した」と述べている。すなわち、「社会福祉
がどこまで整備されているかは、その社会
における民主主義の到達水準を示す」（宮田 
1996：144）ことから、社会福祉の拡充のた
めには、民主的な運動によって国、地方公共
団体、議会（以下、「公的セクター」）が第一
義的な責任を担うよう追求する必要があるの
である。
　1960年代の住民運動の例として、『いま、
公共性を撃つ』では、鉄道建設による居住環
キーワード：ハーバーマス、NPO、新自由主義
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境の悪化に反発する住民運動である「横浜新
貨物線反対運動」の一部始終が紹介されてい
る。公共性（publicness）とは、①国家にか
んする公的なもの（official）、②すべての人
に関係する共通のもの（common）、③誰に
対しても開かれているもの（open）として
捉えられる（齋藤 2000：ⅷ−ⅸ）が、ここ
で撃たれる対象となっているのは、齋藤の理
解における①の公共性である２）。すなわち、
住民運動は、公的セクターが秩序形成のため
に独占する公共性３）（本稿では「上からの公
共性」と呼ぶ）によって生活が脅かされるこ
とに対し、地域の自己決定権としての公共性
（本稿では「下からの公共性」４）と呼ぶ）によっ
てインパクトを与えることにより、住民側の
生活を守る或いは改善していくものであると
いえる。この住民運動の例は、環境社会学の
領域に近いものと考えられるが、社会福祉学
の領域に対しても大きな示唆を与える。
　なぜならば、本論で詳しく見ていくが、新
自由主義は、社会福祉政策において、この「下
からの公共性」を担う住民「運動」を住民「活
動」に、住民運動から派生した市民「運動」
を非営利「活動」へと変質させ、非営利活動
を公的責任の後退を補う要素にしようと試み
ているからである。このことは、新自由主義
が「下からの公共性」を変質させることによっ
て「上からの公共性」に吸収することを表し
ている。すなわち、社会福祉にとって必要と
される民主主義（直接民主主義）５）が欠落す
る危機状況を加速させているのである。
　したがって、このベクトルを反転させ、
1960年代の住民運動にみられる「下からの公
共性」を取り戻し、再興していかなければな
らない。そして、そこから生まれる市民が、
公的セクターに常に批判の目を向け、国家が
第一義的な責任を後退させようとする際に常
に抵抗していくことではじめて国民の生活が
改善され、地域福祉を実現させることできる
と考えられる。ただし、後述するが、1960年
代の住民運動における「下からの公共性」に
は限界点もあることから、これを克服した形
で現代に生かしていく必要がある。そこで参
考になるのは、「下からの公共性」の理論的
な基盤と成り得るユルゲン・ハーバーマス
（Habermas, Jürgen）の「市民的公共圏」の
考え方である。
　以上から本稿の目的は、地域福祉を実現し
ていくために、新自由主義によって変質させ
られた「下からの公共性」を取り戻し、1960
年代にみられた住民運動を現代に即した形で
再興させるための理論枠組みを提示するこ
とである。そのための具体的な方法として、
Habermas及び彼に影響を受けた論者の理論
的な見地から独自の理論を構築していく。
Ⅱ．地域における公共性の変質
　本章では、議論を展開する前段階として、
「下からの公共性」を生成する場として、地
域がいかにして注目されたのかを確認したう
えで、「下からの公共性」を担った住民運動が、
どのように発展・衰退・変質したのかを確認
する６）。
１．「地域」の発見と住民運動
　「下からの公共性」を生成する場として「地
域」がクローズアップされた発端は、1960年
代の高度経済成長に起因する住民運動による
ものであった。高度経済成長は、その「負の
側面」である環境・生活の破壊という事態を
生み出し、住民が現実に強いられる形で「地
域」を発見することにつながり、その結果と
して現状改善要求のための住民運動が発展し
ていった（道場　2002：106）。
　これと時を同じくして、社会党による「地
域の発見」があった。それは、1959年の安保
闘争以後の社会党の構造改革に対して、松下
圭一の「地域民主主義」論が影響を与えた
（道場　2002：99−100）ことによってなされ
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た。この点について松下（1962：174）は「民
主的地域組織ができるまでは、革新は国会に
おける拡大をみたとしても、それは官僚統治
を下請けする地域末端ではねかえされてしま
う。地域民主主義なくしては三分の一７）の
突破はほとんど不可能であり、構造改革も丹
頂鶴の声に終わるだろう」と述べている。
　こうした影響を受けて、1961年の社会党運
動方針には「自治体改革」８）が盛り込まれ、
1963年の社会党による『自治体改革闘争方針』
では、「市民社会の民主化の問題として地域
の変革をとらえる必要がある」とし、「その自
治体を許される範囲内で最高度に民主主義化
する」必要性が示された（道場　2002：102）。
　その結果、1963年の統一地方選挙では、各
地で社会党や共産党が擁立する革新首長候補
が、反公害や福祉の充実などを訴え出馬した。
こうした政策は、住民運動の要求と噛み合う
ものであったことから、４つの政令指定都市
とその他78の都市で革新首長が当選した。
　以上をまとめると、現実の「負の側面」か
ら「地域の発見」が生じたことによって住民
運動による「下からの公共性」が高揚し、こ
れがそれまでの社会党による「地域の発見」
と出会うことで、革新自治体が成立したとい
えよう。
２．住民運動の衰退と住民活動への変容
　しかし、1970年代後半になると、住民運動
は、運動を取り巻く環境および運動内部の
様々な課題の顕在化によって、衰退の一途を
たどる。この課題として、①経済動向の影響、
②住民運動の住民活動への変質、③住民運動
そのものの限界という３点が挙げられる。
　まず、経済動向による住民運動の衰退の要
因として、1973年の石油危機に起因する経済
成長の頓挫が挙げられる。石油危機は、高度
経済成長を終焉させ、国家財政の危機を招い
た。この影響で、自治体は、地方交付税交付
金の削減とともに低成長下における自治体独
自の財源確保が困難となり、充実した福祉政
策を行うことができなくなる（住民運動の要
求に応えられなくなる）ことによって、それ
まで活発だった住民運動も停滞した。さらに、
住民運動が「アド・ホックで制度化されてい
ないだけに不況後のゆるやかな景気回復のな
かにあってその再活性化の契機をつかみかね
ている」（庄司　1989：196）ことも停滞の要
因の一つと考えられる。
　次に、住民運動が住民「活動」へ変質した
ことについてみていく。1969年に国民生活審
議会調査部会より出された『コミュニティ─
生活の場における人間性の回復─』では、そ
れまでの住民運動ではなく、住民活動を強調
した記述が見受けられる。同報告書では、コ
ミュニティを「古い要求自治的な意識を払拭
し、正しい地域の自主的責任体制に基づく主
張の場」（国民生活審議会調査部会　1969：3）
と定義した上で、「生活防衛のための活動」
および「豊かな生活のための活動」などのコ
ミュニティ活動の必要性が強調された（国民
生活審議会調査部会　1969：11−13）。さらに、
この報告を受けて自治省は、1971年に『コミュ
ニティに関する対策要綱』を出し、全国に「モ
デル・コミュニティ地区」を指定した。そこ
ではコミュニティセンターの建設や、住民参
加によるコミュニティ整備計画の策定の必要
性などが明記された。したがって、国家主導
での住民活動を奨励することによって地域に
おける住民運動を抑え込んだといえる。
　３点目に、住民運動そのものの限界につい
て中村は、運動当事者に「ウチ意識」が現れ
たことを指摘し、「ウチ意識」が生じること
によって、住民の団結は強固なものになる一
方、馴れ合いが生じることで内部批判が出に
くくなる問題が生じたとしている（中村　
2005：39）。さらに、宮崎（2005：116）は、
「地域エゴイズム攻撃」を挙げる。これは、
「NIMBY（Not In My Back Yard）問題」に
みられるような、自分たちの地域さえよけれ
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ばという利己的な意識のことであり、当時の
住民運動に対する批判の根拠となった（松元
2011：188）。
　こうした住民運動の限界に際し、ウチ意識
を脱した連携、地域エゴイズム批判の克服が
運動内外からあがるようになり、克服のキー
ワードとして「市民」という理念が登場し、
住民運動を克服した形として1970年代半ば以
降より市民運動が活発化することとなる（松
元　2011：188−190）。
３．市民運動から市民活動・非営利活動へ
　前節では、住民運動の限界を克服した形と
して市民運動が活発化したことをみてきた
が、両者の差異はいかなるものなのか。
　住民運動とは、「住民が或る要求や問題を
もち、その解決のために一定の住民組織をも
ち、政府・自治体や企業に対して働きかける
運動」（宮本　1971）であり、「担い手は、イ
シューによって直接利害が及ぶ地域に居住す
る『住民』が中心」（松元　2011：192）であっ
た。これに対し市民運動は、「アイデンティ
ティというテーマが中心的課題」（Melucci
＝1997：45）としてあり、「個人自らが納得
のいかない問題に対して抗議あるいは代案提
示のために自発的に結集し、自己変革を重要
なファクターとしながら、社会変革を進めて
いこうとする様々な試み」（高田　1990：203）
である。そして、ここでのテーマは、平和、
自治、女性性、マイノリティ（障がい者な
ど）の権利擁護などが取り上げられ、一般市
民および知識層によって展開された（松元　
2011：193）。
　しかし、1970年代後半以降、先進資本主義社
会では、住民運動をはじめとして、環境保護運
動、反核・平和運動、女性解放運動などの市民
運動は停滞していった（庄司　1989：225）。
　これを受けて、1980年代に登場したのが「市
民活動」である。市民活動の特徴について、
市民運動と対比してみていくと、市民運動は
イシューや課題を示し、その解決を外部にも
とめることが重要となるのに対し、市民活動
は、問題の顕在化と解決の両方を担い、その
担い手は自発的に参加するボランティアであ
る特徴がある（松元　2011：197−198）。
　こうして1980年代から活発化してきた市民
活動は、NIRA（総合研究開発機構）によっ
て『市民公益活動基盤整備に関する調査研
究』（1994）と『市民公益活動の促進に関す
る法と制度の在り方』（1996）の２冊の報告
書が出されたことや、1995年に起きた阪神・
淡路大震災に際して復興ボランティアの需要
が高まることで、さらに注目が集まった。さ
らにこのことは、日本での非営利組織（以下、
「NPO」）の制度化をめざした「市民活動促
進法案」の実現を巡る動きを加速させた（高
田　2003：78）。
　「市民活動促進法」案策定の動きは、「市民」
という名称に反対する一部自民党長老の意見
を受け入れ、「特定非営利活動促進法」とし
て1998年３月全会一致のもと可決され、同年
12月から施行されるに至った（高田　2003：
79）。すなわち、市民運動は市民活動を経て、
NPOによる非営利活動に姿を変えていった
のである。
　さて、これまで住民運動が市民運動に変遷
する流れおよび市民運動が市民活動を経た上
でNPOによる非営利活動へと変質した流れ
をみてきたが、以下を指摘したい。住民運動
から市民運動へと変遷した要因は、住民運動
の体制の問題によるものや、地域エゴイズム
批判によって市民運動が活発化したことから
わかるように、運動それ自体に問題があるこ
とによるものであった。しかし、それ以後の
住民運動から住民活動、市民運動から市民活
動を経た上でのNPOによる非営利活動への
変質は、住民運動にみられたような運動自体
の欠陥ではなく、特定非営利活動促進法が成
立したことに加えて、以下の論者らが指摘す
るように、1980年代以降に台頭する新自由主
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義（ネオリベラリズム）の力が加わったこと
でなされたということができる。
　このような運動の変遷過程について、道場
（2006：240−245）は、順序が示され、後に
くるものの方が前のものよりも好ましいと語
られているとして「社会運動の『段階論』的
理解」と批判した。さらに道場（2006：245）
や安田（2002：353−354）は、住民運動か
ら非営利活動の連続性の中では前に位置す
る「市民運動」や「住民運動」が、ネオリベ
ラリズムのもとで変質・排除される傾向が強
まっていると指摘する。
　同様に、住民運動から非営利活動への連続
性においては後に位置する「市民活動（ボラ
ンティア活動）」や「NPOによる非営利活動」
が、新自由主義（ネオリベラリズム）に従属
しているという指摘も各方面からなされてい
る（中野　2001；渋谷　2003；仁平　2005）。
　例えば、仁平（2005：487−488）は、ボラ
ンティア活動とネオリベラリズムには「①社
会的諸制度が満たしてきたニーズの充足を可
能とする代替的なシステムを創出すること、
②市場化された社会の前提となる自己統治可
能かつ一定のモラルを保有した強い個人を創
り出すこと」という「共振関係」が存在す
ると指摘する。さらに仁平（2005：496）は、
前述した特定非営利活動促進法が制定された
背景には、「（行政が）ボランティア領域内部
を透明化し、運動に繋がりうるベクトルを分
別・排除する欲望を持っていた」ことがあっ
たと指摘している。
　以上より、市民運動が市民活動を経て
NPOによる非営利活動へと変質した過程に
は、新自由主義の影響が及んでいることがわ
かる。換言すれば、新自由主義は、「下から
の公共性」を担う住民運動を、非営利活動へ
と密かに変質させることによって抑圧したと
いえよう。
Ⅲ．社会福祉政策における公的責任の
後退と「下からの公共性」の変質
　これまで新自由主義によって地域における
住民運動が、段階を経てNPOによる非営利
活動へと変質させられたとする記述をみてき
たが、社会福祉政策ではこのような傾向がみ
られるだろうか。この点について、地域にお
ける住民運動が抑圧された1960年代末以降か
ら「地域福祉」が成立した2000年代までの政
府の見解を概観していく。
１．1960年代から70年代前半の福祉政策─地
方自治体からの拡充と国家による抑え込み─
　これまでみてきたように、1960年代後半に
なると各地で革新自治体が誕生し、住民運動
を背景に各地方自治体による社会福祉事業が
拡大された。この動きは、国の社会福祉政策
にも影響を与え、老人医療費無料化制度の導
入や福祉六法体制の確立などを実現させた。
　しかし、このような福祉充実の一端を担う
革新自治体に対して、国家（政権与党─保守
勢力）は対抗策を打ち出した。それは、運動
のバックボーンとなる地域のあり方を根本的
に変えようという試みである。これは、国民
生活審議会調査部会より出された『コミュ
ニティ─生活の場における人間性の回復─』
（1969年）において示されている。
　一部繰り返しになる部分があるが、具体的
にみていく。同報告書では、コミュニティを
「古い要求自治的な意識を払拭し、正しい地
域の自主的責任体制に基づく主張の場」（国
民生活審議会調査部会　1969：3）であるとし
た上で、地域におけるさまざまな問題は、「地
域共同体の崩壊及びコミュニティ不在によっ
て生じている問題」とし、コミュニティ形成
の必要があるとした（国民生活審議会調査部
会　1969：7−9）。すなわち、同報告書では、
地域における様々な問題は、革新自治体にみ
られたように住民運動を受けて行政が主体と
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なって解決していくのではなく、自主的責任
を重視したコミュニティの再建と形成によっ
て対応していかなければならないと明記され
たのである。
　コミュニティの再建と形成の方向性につい
てより具体的に明記されたのは中央社会福祉
審議会より出された『コミュニティ形成と社
会福祉』（1971年）においてであった。同報
告書では、コミュニティ形成のために社会福
祉協議会による地域組織化活動の発展強化
と、コミュニティケアの推進が強調された。
　そんな中、1973年に起きた石油危機は、高
度経済成長を終焉させ、国家財政の危機を招
いた。この影響で、革新自治体は、地方交付
税交付金の削減とともに低成長下における自
治体独自の財源確保が困難となった。さらに、
革新自治体は、「下からの公共性」を担って
きた一連の「住民運動」の抑え込みによって
衰退の一途をたどった。
２．1970年代後半から80年代の社会福祉政
策─福祉抑制の時代へ─
　政府は、石油危機の影響への対応に迫られ
た。1975年に経済企画庁から出された『生涯
設計計画』において「日本型福祉社会」論の
萌芽が見られ、その後1979年に経済企画庁
より出された『新経済社会７ヵ年計画』で
は、これが明確に打ち出された。同計画書で
は、日本型福祉社会について「欧米先進国へ
キャッチアップした我が国経済社会の今後の
方向としては、…（中略）…個人の自助努力
と家庭や近隣・地域社会等の連帯を基礎とし
つつ、…（中略）…日本型ともいうべき新し
い福祉社会の実現を目指すものでなければな
らない」（経済企画庁　1979：11）とした。ま
た、社会保障の在り方については、「人びと
の生活の安定は、一般的には個人の自助努力
に加えて、家族の相互扶助、さらには近隣社
会をはじめとする社会連帯などのあたたかい
人間関係のもとに築き上げられるものであろ
う」（経済企画庁　1979：33）というように自
助努力や相互扶助・社会連帯を基盤としてお
り、公的責任の後退をみることができる。
　その後、1980年６月の総選挙で一般消費税
構想が挫折し「増税なき財政再建」が唱えら
れるようになると、第二次臨時行政調査会（以
下、「第二次臨調」）のもとでの行政改革・財
政支出削減路線が社会保障経費にも全面的に
及んだ（原田　1988：372−373）。
　第二次臨調から1981年に出された『行政改
革に関する第一次答申』では、行政改革と福
祉見直しとが明確・直接的に結びつき、包括
的新保守主義戦略として提示された（新川　
1993：157）。具体的には、行政改革による社
会保障の抑制を補完するために「活力ある福
祉社会の実現」を基本理念の一つとして掲げ
た。同答申では、「活力ある福祉社会」を実
現するには「家庭、地域、企業等が大きな役
割を果たしてきた我が国社会の特性は、今後
もこれを発展させていくことが望ましい。す
なわち、個人の自立・自助の精神に立脚した
家庭や近隣、職場や地域社会での連帯を基礎
としつつ、効率の良い政府が適正な負担の下
に福祉の充実を図ることが望ましい」（臨時
行政調査会　1986a：158）とし、ここでも地
域における自助・連帯９）の必要性が強調さ
れた。
　さらに、1982年の『行政改革に関する第三
次答申』では、「活力ある福祉社会」の目指
すべき方向性について「必ずしもより『小さ
な政府』を求めるものではないが、西欧型の
高福祉、高負担による『大きな政府』への道
を歩むものであってはならない」（臨時行政
調査会　1986b：194）と付け加えられた。
　以上から、臨調による主張をまとめると、
「活力ある福祉社会」と言葉を代えても、そ
の意味するところは日本型福祉社会論と同じ
であり（新川　1993：163）、臨調の見解は薄
められた「新自由主義」である（田端　1988：8）
といえる。
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　したがって、このタームにおいては、1970
年代前半に衰退した「下からの公共性」を担
う「運動」は、新自由主義によって地縁・血
縁間で助け合う「活動」へと変質させられ、
公的責任の一翼を担うようになったという意
味で、政府が独占する「上からの公共性」に
吸収されたといえよう。
３．1990年代以降の福祉政策─市場原理の
台頭─
　その後、1980年代後半から1990年代初めに
かけて、日本経済はバブル景気に突入し、株
式や不動産の価格上昇によって世界経済を席
巻した。しかし、1990年の「バブル経済の崩
壊」の結果、日本経済は失速し、国債残高の
累積により財政赤字を抱えることとなった。
　このような経済の変化は、1970年代後半以
降の「福祉抑制」を越えて、社会福祉の構造
そのものへの改革を断行させるに至った。
　この改革とは、社会保障構造改革および社
会福祉基礎構造改革のことであるが、その前
段階として、バブル経済崩壊後の政府の方針
（ここでは社会保障制度審議会から出された
『社会保障将来像委員会第一次報告（以下、「第
一次報告」）』（1993年）、『社会保障将来像委
員会第二次報告（以下、「第二次報告」）』（1994
年））をひも解いておくこととする。
　まず、これまでの報告書でみられた、自助・
互助の強調についての扱いをみていく。第一
次報告では、社会保障における責任について
「国民の生活のすべてを公的部門が保障すべ
きであるとはいえず、基本的には生活の維持・
向上は国民各自に第一次的責任がある」（社
会保障制度審議会　1994：10）とし、さらに
第二次報告では、21世紀へのグランドデザイ
ンとして「すべての国民が地域での主役とし
てその役割を担い、自己責任と他者への思い
やりを持つ自立と連帯の社会でなければなら
ない」（社会保障制度審議会　1995：2）とし
ている。
　また、これらの報告書では「国民自身がボ
ランティア活動に参加するなど地域における
相互の助け合い活動に積極的にかかわってい
くこと」（社会保障制度審議会　1994：11）に
よって、「相互扶助意識と連帯意識を醸成し
ていくことが強く求められている」（社会保
障制度審議会　1995：16）としている。
　ついで、社会保障の公私役割について第
一次報告では、「ボランティア活動や企業に
よる福祉活動も期待されている」（社会保障
制度審議会　1994：10）としている。さらに、
第二次報告では、「今後の介護ニーズの増大
に対応するためには、…（中略）…住民参加
型の福祉活動など新たなサービス供給主体の
育成のほか、…（中略）…直接的福祉活動を
目的としない非営利団体の積極的な参加を求
めていくべきである」（社会保障制度審議会
1995：12）とし、非営利活動やボランティア
活動が奨励された。ここで、政府がこれらの
活動を奨励する理由は、①自助や相互扶助を
基盤とした社会保障体制の構築のための担い
手育成につながるということと、②福祉サー
ビスの担い手となることの２点であると考え
られる。
　これらの報告書を踏まえて、社会保障制度
審議会は、内閣総理大臣に対し、社会保障制
度の総合的見直しについて、『社会保障体制
の再構築』（1995年）と題する勧告（以下、「95
年勧告」）を行った。95年勧告では、「今後充
実すべき社会福祉の分野では、…（中略）…
現在の措置制度は見直すべきである。…（中
略）…施設への入所は一方的な措置によるも
のから利用者との契約に改めるよう検討すべ
きである」（社会保障制度審議会　1996：18）
とし、措置制度を契約制度へと転換する必要
があることを示している。また、福祉サービ
スの供給については「規制緩和を含めて競争
条件を整え、積極的にこれらの民間サービス
を活用していく必要がある」（社会保障制度
審議会　1996：9）としている。そして、これ
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らは、社会福祉の供給主体への民間セクター
の参入が奨励されることを意味し、その後の
非営利活動のあり方に大きく影響を与えるこ
ととなる。
　95年勧告を受けて、時の橋本内閣は一連の
社会保障構造改革に着手した。社会保障構造
改革に関しては、財政制度審議会の報告『財
政構造改革を考える─明るい未来を子供たち
に』（1996年）でまず取り上げられた。同報
告書では、福祉サービスの供給について「公
的なサービスの提供は基礎サービスに限定
し、自己選択・自己責任に基づく民間サービ
スの活用を推進していく」（財政制度審議会
1996：70）とした上で、「医療、福祉等現金
ではなくサービスそのものを提供している分
野においては、民間活力の活用等による競争
の導入等により、コストを低減していく必要
がある」（財政制度審議会　1996：71）とした。
　その後、改革をさらに加速させるために、
国は中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分
科会を発足させ、1998年６月には『社会福祉
基礎構造改革（中間まとめ）（以下「中間ま
とめ」）』において今後の社会福祉のあり方を
示した。
　同報告書では、「必要な福祉サービスを的
確に提供できるよう、社会福祉の新たな枠組
みを作り上げていく必要がある」（中央社会
福祉審議会社会福祉構造改革分科会　1999：2）
とした上で、「利用者の幅広い需要に応える
ために…（中略）…多様なサービス提供主体
の参入を促進する」（中央社会福祉審議会社
会福祉構造改革分科会　1999：3）とし、新た
な社会福祉の供給枠組みとして、多様なサー
ビス供給主体の参入を促進することが明記さ
れた。そして、ここでの「多様なサービス供
給主体」の一つである非営利活動団体は、同
年12月に施行された特定非営利活動促進法
によってNPO法人格を得られるようになり、
新規参入の下地が整っていった。
　さらに、同報告書では「成熟した社会にお
いては、国民が自らの生活を自らの責任で営
むことが基本となる」（中央社会福祉審議会
社会福祉構造改革分科会　1999：2）とした上
で、「社会福祉の基礎となるのは、他人を思
いやり、お互いを支え、助け合おうとする精
神である」（中央社会福祉審議会社会福祉構
造改革分科会　1999：3）とした。そして、こ
うした理念をもとに、同報告書において、地
域における自助や互助に基づく「地域福祉」
が明記された。
　「中間まとめ」および1999年に厚生省から
出された『社会福祉基礎構造改革について（社
会福祉事業法等改正法案大綱骨子）』を受け
て、2000年３月に社会福祉法が国会に提出さ
れ、同年６月に成立した。同法では、第二種
社会福祉事業および社会福祉を目的とする事
業への営利・非営利団体の「事実上の」参入
が解禁された。また、これまでの報告書で散
見された「地域福祉」についても、同法第１
条で法文上初めて明記され、同法第４条の「地
域福祉の推進」においては、推進していく主
体に地域住民だけでなく、社会福祉を目的と
する事業を経営する者も含まれた。
　さらに、これらを政策上明確にしたのが、
2001年に経済財政諮問会議が内閣総理大臣に
答申し、閣議決定された『今後の経済財政運
営及び経済社会の構造改革に関する基本方針
（骨太の方針）』である。同報告書では、社会
保障の３本柱である年金、医療、介護は「『自
助と自律』の精神を基本とし」（経済財政諮
問会議　2002：19）、福祉サービスの供給は
「地域住民やNPOなど新たな担い手による創
意工夫や民間活力、（中略）市場原理を活か
した効率的で質の高いサービス供給を確保す
る」（経済財政諮問会議　2002：23）ことによっ
て成されるとされた。
　以上より、「下からの公共性」を担う「運動」
は、80年代までの地縁・血縁間での助け合い
「活動」に加えて、福祉サービスの民営化に
伴う非営利「活動」や、ボランタリーな「活
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動」に変質した。すなわち、80年代までより
も勢いが増した新自由主義は、公的セクター
の役割を補完する「活動」を活発化させ、秩
序形成のために公的セクターが独占する公共
性である「上からの公共性」も肥大化させた
といえる。
４．地域福祉における公共性の変質 
　政府の見解から、３点が指摘できよう。
　第一に、地域は、1960年代後半に革新自治
体が成立したことによって中央集権的行政シ
ステムへの批判的機能を醸成させる場となっ
たが、石油危機以後は公的責任転嫁の場に収
斂した。そして、住民活動を「土台」にし、
新自由主義が加速した1990年以降は市場原理
の導入によって福祉サービス供給の場となっ
ていった。
　第二に、この流れに沿ってNPOの機能に
着目すると、「下からの公共性」を担ってい
た住民運動がNPOによる非営利活動へと変
質し、社会福祉の供給主体として公的責任を
補完するものへと姿を変えていった。すなわ
ち、「下からの公共性」という政治的機能が、
新自由主義によって変質させられ、国家が独
占する「上からの公共性」へと吸収された。
　第三に、これまで見てきたように、新自由
主義が、公的セクターへの批判の「土壌」で
ある地域と「原動力」となる住民運動を変質
させ、「下からの公共性」を欠如させた「地
域福祉」を成立させることで、市場の暴走を
許し、公的責任が後退するという社会福祉の
本義に悖る状態を作りだした。
　それでは、新自由主義の勢いを封じるため
に、安直に住民運動を復活させるだけで良い
のだろうか。この問いには否と言わざるを得
ない。なぜならば、住民運動のように、一方
的な要求を公的セクターの責任にのみ押し付
けたとしても、公的セクターがそのすべてを
担うことは、高齢化に伴う社会保障費支出の
増大が見られる近年においては不可能だから
である。もう一つの理由として、ニーズが多
様化している現代において、これらの問題に
福祉官僚制を基本とする公的セクターのみで
対応することは困難であることも挙げられる。
　したがって、社会福祉の供給主体へ民間非
営利部門が参入することは受け入れなければ
ならない。ただし、ここで必要なのは、社会
福祉を供給するにあたっての第一義的な責任
は公的セクターにあることを公的セクターに
自覚させて、過度な市場原理の暴走を食い止
める（＝一定の規制をかける政策を実行さ
せる）10）ことである。そのためには住民運動
にみられるような「下からの公共性」が必
要となる。その意味で、市場原理が吹き荒
れる現代社会においてNPOに課された課題
は、NPO本来の役割である「下からの公共性」
を実現していくための原動力になっていくこ
とだろう。そしてそれは同時に、地域福祉を
成立させる前提にもなる。
　以上を鑑みると、地域福祉において公共性
を再興させるポイントは、①NPOにNPO本
来の役割（「下からの公共性」を実現してい
くための原動力となること）を取り戻させる
こと、②住民運動に見られたような「ウチ意
識」が生じないようにするために運動内部で
の批判を醸成させる議論の「場」があること、
③間接民主主義も決定のための一つの方法と
して認めること11）の３点であると考えられる。
　そこで次章では、地域福祉における「下か
らの公共性」を再興させるために、この３つ
のポイントを満たすHabermasの「市民的公
共圏」概念およびこれを地域福祉に応用する
ための蝶番のような役割を果たすであろう公
共哲学からの知見を整理していく。
Ⅳ．市民的公共圏と公共哲学
　本章では、Habermasの「市民的公共圏」
についてみていくために、『公共性の構造転
換』から『事実性と妥当性』に至るまでの「市
58
民的公共圏」についての議論をみていく。
　この前提として、「わが国ではこれまで『公
共性』を形成する空間、つまり『公共空間』
もしくは『公共圏』（public sphere）という
空間概念と、そこで争われる内容の正当性判
定基準としての『公共性』（publicness）と
が混同され、あるいは混在して論じられてい
る」（山口　2004：277）ことを確認しておか
なければならない。
　花田（1996：25−26）は、「日本語の『公共性』
はむしろ公的または公共的任務および役割、
公的または公共的性格、公的または公共的責
任、公共の利益などに近い概念」と述べるよ
うに、公共性の語義には、公的セクターが独
占するものとしての意味合いが強い特徴があ
り、以下でみていくようなHabermasのいう
「公共性」とは乖離することと、Habermas
のいう「公共性」は社会的空間の意味合いが
強いことから、「公共圏」という用語を使っ
て差別化をはかる必要があるとしている。
　したがって、本稿でもHabermasが「公共
性」と記述している箇所以外（『公共性の構
造転換（第２版序文）』（1990年）以後）につ
いては「公共圏」の表現を用いて、論を進め
ていくこととする。
１．ハーバーマスの「市民的公共圏」論
　Habermasは、彼が一貫して問い続ける「公
共圏」論の出発点となった著作『公共性の構
造転換』（1962）において、「市民的公共性」
の形成・凋落過程をヨーロッパの市民社会史
の中から明らかにした。
　ここでの要点をまとめると次のようにな
る。17世紀末のヨーロッパにおいて、財産と
教養を持つブルジョワジーがヨーロッパ各地
のサロン・コーヒーハウス・読書サークルな
どにおいて、小説や演劇などを批評し議論し
たことによって生まれた文芸的公共性が、議
題を政治的なものへと変えて政治的公共性を
担うこととなった。そこで彼らは、批判的に
議論することによって「公論」を形成する「公
衆」となり、議会や絶対主義的国家君主の権
力に影響を及ぼしていった。Habermas（＝
1973：46）は、これを「私人（民間人）たちは、
当局によって規制されてきた公共性を、まも
なく公権力そのものに対抗して自己のものと
して主張する」ものであるとし、「市民的公
共性」と呼んだ。その後、19世紀末になると、
資本主義の発達によって労働者階級の問題が
市民社会において顕在化したが、市民社会は、
内部での解決は不可能であることから、国家
に対して干渉・介入を求めた。こうして社会
保障を国民に提供する社会国家（福祉国家）
が成立し、国家は社会へと干渉・介入を行う
ようになる。しかし、これによって公衆は福
祉国家のクライエントと化し、福祉を受動的
に受けるだけの存在となることで、公衆の公
権力に対する批判的な機能は失われ、「市民
的公共性」が凋落するに至る。このように市
民的公共性が形成・凋落し、国家が公共性を
独占していく過程を描出したのが『公共性の
構造転換』である。
　この「資本主義の発達に伴う市民的公共性
の凋落した段階」は、1973年に出された『晩
期資本主義における正統化の諸問題』にお
いて「晩期資本主義」と呼ばれ、公衆の公
権力に対する批判的な機能が失われる事態
である「正統化の危機」（Habermas＝1979：
73）が起こる段階として危惧された。さらに、
Habermasは、同書において、この危機状況
を詳説するために、社会は「生活世界」と「シ
ステム」の二層から構成されるという視点を
示し、『コミュニケイション的行為の理論』
において、これらを用いて「システムによる
生活世界の植民地化」というテーゼを掲げた。
これは、目的合理性を基礎とし、貨幣を媒介
とする資本主義経済システムや権力を媒介と
する国家行政システムである「システム」が、
言語によるコミュニケーション的行為（意見
形成を目指すための討議）を媒介として成立
59地域福祉における公共性の変質と再興──市民的公共圏を用いた理論枠組みの検討──
する「生活世界」に侵食し、「生活世界」が「シ
ステム」に抵抗できない時に危機現象が起こ
るとしたものである。
　その後、1980年代に入ると、Habermasが、
「分配の問題ではなく、生活形式の文法の問
題が火種となって燃え上がる」（Habermas
＝1987：412）と形容する「新しい社会運
動」12）や、「遅ればせの革命」（Habermas＝
1992）と命名された東欧・中欧諸国における
民主化の運動（1989年）などが活発化した。
これらの運動は、「生活世界」が「システム」
へと抵抗するものであったことから、「公共
圏の構造転換にアクチュアリティをあたえ」
（Habermas＝1994：i）、『公共性の構造転換
（第２版序文）』および『事実性と妥当性』に
おいて新たな公共圏論が展開されるきっかけ
となった。
　これらの公共圏論をみていく前提として、
Habermasが、市民社会の捉え方を転換した
ことについて述べておく必要がある。それ
は、『公共性の構造転換（第１版）』において、
サブタイトルの市民社会を「ブルジョワ社会
（bürgerlichenGesellschaft）」としていたの
を『公共性の構造転換（第２版序文）』お
よび『事実性と妥当性』において「市民社
会（Zivilgesellschaft）」（Habermas＝1994：
ⅹⅹⅹⅶ）と捉えなおした部分に表れている13）。
これについてHabermas（＝1994：ⅹⅹⅹⅷ；＝
2003：97）は、「bürgerlichenGesellschaft」は、
社会的労働と商品交換のための市場経済シス
テムにみられるような「欲求の体系」（ヘー
ゲル）あるいは、労働・資本・財の市場によっ
て制御される経済（マルクス）であったのに
対し、「Zivilgesellschaft」は、自由意思に基
づく非国家的・非経済的な共同決定および連
帯的な結合関係であるアソシエーションが制
度的核心をなすものであるとしている。こう
した市民社会の捉え方の転換によって、『公
共性の構造転換（第１版）』において枯渇し
たとされる政治的公共圏のありかたを以下の
ように論じなおすこととなる。
　Habermas（＝2003：89）の言う政治的公
共圏とは、「市民社会14）という基礎を通じて
生活世界に根を持つコミュニケーション的構
造」であり、「問題を…（中略）…説得力が
ありかつ影響力を用いる形で主題化し、論議
の対象として提示し、議会によって取り上げ
られ処理されるよう、練りあげなければなら
ない」ものである。ここでいう政治的公共圏
の基礎となっているものは、市民社会におけ
るアソシエーションによって創出された「自
律的公共圏」（Habermas＝1994：xxxix）で
あり、自律的公共圏は、「社会的問題状況に
ついて私的生活領域のなかに存在する共感
を取り上げ、集約し、増幅して政治的公共
圏に流し込む」（Habermas＝2003：97）役
割を担う。そして、この役割を通じて、「公
共圏のコミュニケーション構造は生活世界
の社会的構成要素に根をもつこととなる」
（Habermas＝2003：97）。
　以上より、政治的公共圏は、コミュニケー
ション的構造からなることから、生活世界に
おけるコミュニケーション的行為（意見形成
を目指すための討議）によって得られる公共
的な合意を得る空間であり、そこで得られた
合意を政治システムに対し出力していくきっ
かけを創り出す上で、自律的公共圏15）の役
割は欠かせないことがわかる。
　さて、これまで政治的公共圏について見て
きたが、ここでHabermasは、間接民主主義
（議会制民主主義）を次のような理由から否
定していないことを押えておく必要がある16）。
Habermasは、議会制民主主義に見られる多
数決が成立するための要件について、「たと
えば多数決の原則は、可能性としては究極的
に真理を志向する討議をつうじての意見形成
を、限られた時間で意思形成をおこなうべし
とする強制力と両立させるための取り決めと
して理解できる。…（中略）…多数決による
決定が成立したと認められるのは、問題の正
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しい解決をめざしつつも、それが決定を下さ
なければならないという圧力のもとで暫定的
に打ち切られる討論の成果である以上、決定
の内容は、合理的な動機にもとづいてはいる
が誤っているかもしれない成果であると受け
止める場合に限られる」（Habermas＝1994：
xxxiii-xxxiv）と指摘する。
　また一方で、自由かつ平等な選挙におけ
る過半数によって正統性を得る競争民主主
義（議会制民主主義）は、多数派による決
定が少数派によって妥当なものと承認され
る根拠（正統性）を持たない（Habermas＝
2003：15−19）。したがって、議会における
決定が正統性を獲得するためには「コミュニ
ケーションの流れによって制御されなければ
ならない」（Habermas＝2003：86）。換言す
れば、「法治国家は徹底した民主主義（ラディ
カル＝デモクラシー）がなくては構築するこ
とも維持することもできない」（Habermas
＝2002：13）のであり、政治的公共圏から発
せられる「協議的政治の手続きが民主的過程
の核心部分をなす」（Habermas＝2003：19）
必要があるとした。
　したがって、Habermasが示す民主主義原
理は、普通選挙（間接民主主義）を通じて成
立した議会などの立法機関における討議と、
直接民主主義の前提となる生活世界に根差し
た市民社会という公共空間における討議とい
う二回路から成立することから、「ツートラッ
ク（二回路）モデル」と呼ばれる17）。
　以上より1990 年以後の市民的公共圏の特
徴として、①市民社会が「Zivilgesellschaft」
と捉えなおされることにより、市民社会内の
社会運動、NPO、ボランティア団体をはじ
めとするアソシエーションを内包し再活性化
したこと、②生活世界におけるコミュニケー
ション的行為（意見形成を目指すための相互
批判的な討議）を重要視したこと、③民主主
義を成立させる「ツートラック」の一翼を担
うことにより、間接民主主義（議会制民主主
義）との共存をはかっていることの３点にま
とめられよう。
２．コミュニケーション・コミュニティ
　市民的公共圏は、生活世界における相互批
判的な討議による意見形成を基礎とするも
のだが、具体的な討議の「場」は、どのよ
うなものが想定されるだろうか。こうした
Habermasの理論に依拠し、市民的公共圏を
生成するための討議の「場」の役割を「コミュ
ニティ」に見出したのがジェラード・デラン
ティ（Delanty, Gerard）である。
　Delanty（=2006：156−157） に よ る と、
Habermasはコミュニティという発想そのも
のへ不信を抱いており、「とくに社会を道徳
的全体性と考えるコミュニタリアンの思想傾
向を否定しているが、他方では、商品化され
た社会関係によって道具化の危険にさらされ
ているコミュニケーション・コミュニティと
いう考え方についてはこれを回復したいと望
んでいる」。なぜならば、「対話的なプロセス
は常に閉鎖に抵抗し、したがって結局は、支
配に抵抗するからである」（Delanty=2006：
157）。そして、こうしたコミュニケーション
による対話的なプロセスを可能にするため
に、「変化を起こす力を持ったコミュニティ」
（Delanty=2006：160）が必要になるとして
いる。
　ここで想定されるのがコミュニケーショ
ン・コミュニティである。Delanty（=2006：
155）によると、コミュニケーション・コミュ
ニティとは、規範的なコミュニティと対照的
に、コミュニティ内での対話を重視するもの
であり、抵抗という形で表明されるオルタナ
ティヴな社会の探究、あるいは社会運動にお
ける集合的アイデンティティの構築という形
で表明されるコミュニティのラディカルな側
面に照準を合わせる異議申し立てのコミュニ
ティ、あるいは抵抗のコミュニティとして理
解される。したがって、コミュニケーション・
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コミュニティは、市民的公共圏を生成する前
提となる討議の「場」となりうるのである。
３．「公」・「公共」・「私」の三元論
　これまでHabermasの市民的公共圏につい
てみてきたが、これを地域福祉に応用してい
くためには、近年日本で盛んになっている「公
共哲学」からの知見が必要となる。
　山脇（2004：1）は、公共哲学を、「国家や
政府を『公』と企業の経済活動を『私』とそ
れぞれみなす従来の公私二元論に代わり、国
家や政府によってのみならず、国家と家庭の
中間領域における『人々（=民）の社会活動』
によっても『公共性』が担われるという言わ
ば三元論的なパラダイムをコアとして、政治、
経済、その他もろもろの社会現象を、理念的
かつ経験的に考察していく学問」であるとす
る。
　公共哲学において、公私三元論が注目され
る背景には、日本における昨今の「公」と
「私」の関係性の転換過程にみることができ
る。金（2002：ⅱ）は「戦前戦中の『滅私奉
公』から戦後の『滅公奉私』に社会心理の基
軸が移動した」と指摘する。すなわち、昨今
の日本においては、国家に絶対的な忠誠を求
める「滅私奉公」と公的なものへの拒絶や無
関心によって、人々の共同的な意識や態度が
失われていく「滅公奉私」という両極が存在
したということである。そして、こうした事
態を打開すべく、「従来のように上の方から
命令される『公』ではなくて、皆で一緒に創
りあげる『公』であり、『私』を滅して奉る『公』
ではなくて『私』を活かしながら開いていく
『公』（活私開公）」（金　2002：ⅲ）が求めら
れている。
　すなわち、「この二つの状況を結合させて
考えた場合、現在のわが国には、『官』によ
る『公共性』は大きく揺らぎ始めたものの、
これを市民の立場から補完したり、改革した
り、場合によっては少なくとも部分的にこれ
にとって替わるべき『下から』の『市民的公
共性』がなお未成熟であるという特殊に困難
な状況が生じている」（山口　2003：4）ので
あり、公私三元論のパラダイムに「市民的公
共圏」の考え方を内包させて「活私開公」を
実現させていく必要がある。
Ⅴ．結論：地域福祉における公共性の再興
　以上の通り、新自由主義によって提示され
た「地域福祉」は、公的責任が第一義的な責
任であるという社会福祉の本義に悖るもので
あり、こうした「地域福祉」を実現させてし
まっている要因は、新自由主義によって「下
からの公共性」が変質させられていることに
よるものであるとして、NPOの元の姿であ
る住民運動における「下からの公共性」を再
興させ、新自由主義へ抵抗していく必要が
あることを示した。そして、そのためには
Habermasが提示した「市民的公共圏」とい
う考え方が有効であることも併せて確認して
きた。そこで結論として、地域において「下
からの公共性」を再興させ地域福祉を実現す
るための理論枠組みを提示していく。
　これまでみてきたように、住民運動は、高
度経済成長の発達によって生じる問題の解決
を公的セクターに求める運動であった。すな
わち、住民自身の生活を保障する役割を公的
セクターに求めた運動であることから、住民
運動の構造をみていくためには、「生活保障」
と「住民運動」との関係性をみる必要がある。
さらに、住民運動は運動のベースとなった地
域社会が存在したことから、両者と地域社会
との関係性についてもみていく必要がある。
しかし本稿では、Habermasの理論を参考に
して、住民運動にみられた「下からの公共性」
の弱点を補い、再興することで、地域福祉を
実現させることを目的としている。そのため、
ここでの住民運動は、「下からの公共性」の
機能を持つ市民的公共圏に置き換え、これに
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伴って、地域社会は、Delantyが述べるよう
な「コミュニケーション的行為を基盤とした
地域社会（＝コミュニケーション・コミュニ
ティ）」が想定されなければならないだろう。
したがって、「下からの公共性」を取り戻し、
地域福祉を実現していくためには、「生活保
障」、「市民的公共圏」、「コミュニケーション
的行為を基盤とした地域社会」という３つの
志向軸によって考えていく必要がある。以上
より、図１の理論枠組みが示される。
　この３者は、Ａ．「生活保障」のためには、
どこまでを公が担いどこまでを民に任せるの
かという市民の意思を公共から公へ出力する
機能を持つ「市民的公共圏」が必要となる、Ｂ．
「市民的公共圏」は、これを生成させるため
の「場」である「コミュニケーション的行為
を基盤とした地域社会」が必要となる、Ｃ．「コ
ミュニケーション的行為を基盤とした地域社
会」は、これを維持していくために、公が行
う「生活保障」による分配・サービスの提供
が必要になる、という必要性の循環構造を持
つ。
　そして、この３者が必要であることを受け
て、これらを実現させていくためのアクター
が、「公」・「公共」・「私」であり、図のよう
に位置付けられる。こちらも、Ⅰ．生活の「場」
としての「私」的な空間に、討議の「場」と
しての「公共」的な空間の意味も持たせるこ
とによって、「コミュニケーション的行為を
基盤とした地域社会」を成立させる、Ⅱ．「公
共」的な空間における、相互批判的な討議に
よって合意された意見を「公」に向けて出力
する「市民的公共圏」を生成させる、Ⅲ．市
民的公共圏からの民意を受けた「公」が主導
となって生活の場としての「私」を維持する
ために「生活保障」を実現させる、という「公」・
「公共」・「私」の循環構造が必要となる。
　さらに、「公」・「公共」・「私」の循環をサポー
トしていく役割を担うのがNPOであると考
えることから、NPOがヘキサグラムの中心
に位置づけられる。まず、「Ⅰ」においては、
広義の意味でNPOと捉えられる社会福祉協
議会18）が、「地域組織化」の技術を駆使して
この役割を担う必要がある。次に、「Ⅱ」に
おいては、Habermasの理論にみられるよう
に、「自律的公共圏」の活動によって生成さ
れる「市民的公共圏」によって「公」に対し
影響力を及ぼすという、NPO本来の社会運
動的な役割を発揮する必要がある。最後に、
「Ⅲ」においては、「生活保障」を行っていく
上で、前述したように、「公」のみがその責
任を果たすのが難しい現状において、「公」
の責任を前提としつつも「公」が担いきれな
い部分をNPOが補完していく役割が求めら
れる。
　したがって、1960年代以降にみられたよう
な、住民運動を機能させる「下からの公共
性」を「市民的公共圏」の考え方を踏まえて
再興させることによって、新自由主義の暴走
を食い止め、公的責任を後退させる「地域福
祉」から公的責任を第一義的な責任とした地
域福祉へと転換させていく可能性があるので
ある。
　本稿は、「地域福祉」ではなく、地域福祉
を実現していくための方策について論じてき
たが、これは換言すれば、新自由主義によっ
てもたらされる「正統化の危機」（Habermas
＝1979：73）、すなわち「下からの公共性」
図１　「下からの公共性」を内包した地域福祉
筆者作成
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を担う「運動」が「活動」に変質することで
公衆の公権力に対する批判的な機能が失われ
る事態、を脱する試みであったといえよう。
しかし本稿では、「正統性（legitimacy）」を
獲得する上で前提となる大枠の理論枠組みを
提示するに留まってしまった。したがって、
今後の課題は、地域福祉において「正統性」
を獲得していくためのより具体的な考察を、
政治学や環境社会学からの知見を参考にして
行っていくことであるが、本稿の紙数が尽き
たため、これらは他日の課題としたい。
注
１）本稿では、新自由主義によって位置づけら
れた「地域福祉」をこのように括弧でくく
り俎上に載せ、本稿で目指すべき公的責任
を第一義的責任とする地域福祉と区別して
用いる。
２）似田貝（1986：230）は、「わが国の60年代の『公
共性』の内容は、①公＝お上という日本的観
念形態と、②資本間の国際市場での競争とい
う条件下での、ナショナリズム的な計画主体
者、という２つのものより構成されている」
としており、ここで撃たれる対象となってい
る公共性を明確に表している。
３）ここでいう「公共性」は、国家が独占する
＝公的責任というイコールの関係では用い
ていない。二者の関係を述べるならば、秩
序を形成する上からの公共性が、どういっ
た政策を採り秩序を形成しようとするかに
よって、公的責任の強弱も変化するという
関係にあると考える。
４）「上からの公共性」または「下からの公共性」
という表現は、桂木（2005：9-12）に倣った。
また、社会福祉学の領域では、松井（1998：
71）が「下からの公共性」を用いている。
松井は、市民型福祉の実現のために「下か
らの公共性」を形成する必要があるとして
おり、本稿も松井の主張を支持している。
５）日本は民主主義体制をとっており、新自由
主義勢力による政権も選挙という民主主義
によって選ばれた訳であるから正統性はあ
るという反論が想定できる。しかし、選挙
による民主主義は、議会制民主主義（間接
民主主義）である。議会制民主主義は、①
候補者の掲げる政策に完全一致することは
少なく政策ごとの民意が通りづらい、②社
会・経済変動によって民意が変化しても即
座に民意が反映されづらい、③過半数以上
の民意が反映されない可能性がある（＝死
に票がでる）といった問題があると考えら
れる。したがって、議会制民主主義を否定
せずに、こうした問題を解消するために直
接民主主義を活発化させることにより、間
接民主主義によって成立した議会内での議
論を促していく必要があると考える。
６）住民運動から市民活動へと変質していった
過程については、松元（2011）が参考になる。
７）松下（1962：174）によると、当時の日本に
おける革新は、職域に組織を持っているが、
保守の支持基盤となる地域末端の町内会、
部落会を中心とする地域有力者秩序に対抗
しうる地域組織はほとんど持っていないと
いう実態があった。さらに、革新の支持基
盤となる組織労働者は、大企業労働者を中
心とする全労働者の三分の一にすぎなかっ
たことから、革新の躍進のためには地域民
主主義が必要であるとした。
８）ここで「自治体改革」が盛り込まれたのは、
松下（1962：174）の「『構造改革』は『自治
体改革』と結びつかなければならない」と
いう指摘に影響されたことによるものと思
われる。
９）これ以降の報告書では「連帯」という言葉
が使われている。しかし、社会保障に連帯
を結びつけて説明することは、社会保障を
もっぱら人々の助け合い・相互扶助に矮小
化する危険性を内包する（里見　2010：30）。
したがって、それまで使われていた「相互
扶助」と変わらないものである。また、後
の報告書では「共助」という言葉も使われ
るが、これについても同様であると考える。
10）福祉サービスの供給主体を例にとれば、民
間営利部門の参入を認めないことが考えら
れる。
11）注５で間接民主主義の欠点について述べた
が、同様に「住民運動」のような直接民主
主義のみでも民主主義は機能しないと考え
られる。その理由の一つとして、直接民主
主義は、意見の集約や決議が困難であるこ
とが挙げられる。したがって、直接民主主
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義と間接民主主義のバランスが必要となる。
これついては、本稿Ⅳ章のHabermasの理
論を参照されたい。
12）この契機は、ドイツにおける「68年運動」
と呼ばれる学生運動の担い手が1980年代に
なると「緑の党」に結集し、平和運動や環
境保護運動などを繰り広げたところにみる
ことができる。
13）このような市民社会の転換についての理解
は、花田（1996：154）を参考にしている。
14）以下、市民社会は「Zivilgesellschaft」の意
味で用いる。
15）齋藤（2000：31）は、自律的公共圏を生成
させるアソシエーションの例として「市民
フォーラム、市民運動、非営利団体、ボラ
ンティア団体など」を挙げている。
16）さらに、Habermasが、議会における討議を
経て制定される法の言語は、「社会全体を包
括するコミュニケーション循環のなかでの、
システムと生活世界との間の変換機として
機能する」（Habermas＝2002：106）「コミュ
ニケーション的権力を行政権力へと転化さ
せる媒体」（Habermas＝2002：183）である
と述べていることからもわかる。
17）ここでの「ツートラック（二回路）モデル」
の理解は、篠原（2004：108）を参考にして
いる。
18）山岡（2005：6−7）は、広義の意味でのNPO
には社会福祉法人をはじめとして社団法人
や財団法人、学校法人などの公益法人を含
むとしている。現状として、ほぼすべての
社会福祉協議会が社会福祉法人格を取得し
ていることからも、社会福祉協議会は、広
義の意味でのNPOであるといえよう。
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